






















































































































































































































長卒卒長卒卒長卒卒長卒卒長卒卒長卒卒任卒卒貝卒卒大高大高大高大筒大筒大筒大高大高旧新旧新部旧新部旧新課旧新係旧新主旧新係旧新店。．場。。●● ●● ■● ●● ●● 大中大中務大中術大中務大中務大中務大中務大中新旧工新旧新旧新旧新旧事新旧新旧事新旧支事技事事
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学長 教授 助教授 辮師 助手
全規模 65.1才302,736 55.7才171,531 41.2才１２ｲ,802 37,6才１０Q953 29.8才７ｲ,384
500人以上 321,739 173,990 4１．３128,513 37.5106,366 30.977,別０


































日本 1964 6８ 1,097,003円1,392,921 1969 25.6人
アメリカ ４８ ６６ ００ ８０ ６６ 日●Ｃ８４ ３８ ９６ ９● ２３ 6８ 15.4 
イギリス “師 3,226,608 2,592,576 6７ 7.9 
西ドイツ ““ 2， 923,650 6６ 28.3 
フ プ ンス 6７ 22.6 











































































































































































































































































































































































































49,924 72,144 106,596 49才123,660
53,920 85,536 113,400 44才129,276
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教育部門 42.6 39.3 43.0 
医療部門 44.5 43.6 44.6 



















































大学 1965 1966 1967 1968 1969 1970 1971 1972 
ＨＭＷＫＲＣ酎馳Ｎ ５９ ６７７６“ ●●Ｃ●● ９０１２５０２ １１１１１１ 10.0 11.17 10.5 9.2 12.7 9.5 11.5 (定昇込） 6．１３ 5.5 6.8 7.9 7.6 8．６８ 7.6 2号十2.41３ ４３５１１１聞剛５ ９ ０ＯＢ●●●０⑰〃⑤５７８７７６６８卜０ １ 2．７５ 7.8 8．１６ ７．０９ ７．２４ ７ 7．４２ 7＋500 11＋1,m０ 6.06 8.76 7.83 7.07 7.51 7.68 8,23 ９＋750 10＋1,600 ８１５５ ７ ６１ １５３８９２８１４ ●●●■●●●▲● ８９０１０９９２５ １１１ １１ 11.51 11.66 教13.Ｗ職13.鰯1７ 12.42 11.71 11.11 教12.24職13.4615.99 
都公 6.9 6.4 7.5 7.6 9.8 10.5 10.1 8.9 






























































































|大￥’ 1971予 1971決 1972予
私立大学教職員の賃金実態３５
全財丁攻であり，それを支える大きな要因として７１年度決算で実に７６億
円（予算は６０億円）という，それだけで優に１マンモス私大の予算規模
を上廻る補欠入学金がある。こうした所に１４億をこえる補助金が支給さ
れている。一方学生募集難にあえぐ経営困難校は遠慮会釈なく切捨てられ，
すでに上田のＨｏ大は今春の学生募集を停止している。しかも去る３月１
日高等教育懇談会が行なった「高等教育の拡充整備について」と題する報
告では,私学助成を「新しい構想のもとに拡充強化する必要がある｡」とい
い，「一般的な助成方策のほか，大学の特闘に対応しうる助成等や学生に
対する奨学援助方策等をもあわせて検討する必要がある｡」と述べている。
この「新しい構想」の内容は．一昨年の中教審答申でくりかえし強調され
た「国家，社会」のための優先度に応じる財政主導のそれこそ「拡充強
化」ということになろう。
そうした中で明年度は文部省の人件費Ｖ２補助計画が一先ず達成という
５年目にあたる。それから先はどうなるのか？’/2補助のままでいいのか
どうか？そうした問題を論議する大前提として「私学とは何か，その位
愚づけをどう考えるか」といった根本問題がある。現在文部省も，私学団
体も，日教組も，それぞれ独自にこの問題に取組んでおり，抜本的な「私
学助成法」制定をめざす動きも活発となってきているが，国庫補助運動も
従来のような「75％論」の上に立ってでは，文部省あるいはさらに大蔵省
に説得力をもたないばかりか，広汎な国民に対しても訴える力を持つこと
はむずかしいだろう。大学がますますレジャーセンター化し単なるパスポ
ート授与場と化している現実に対する深刻な反省なしに，進学率が高まっ
たとはいえ過半数をはるかにこえる不進学者からとり上げた税金を一部の
進学者のために使えという論理は出てくるはずがない。国庫補助の論理の
再点検が要請されているのである。
ともあれ，人件費補助にともないいくらかでも「息を吹きかえした」か
に見える私大教員の賃金の今後はけっして楽観をゆるさない。それどころ
か，中教審路線に沿っての教員賃金の引上げが政府の手でおし進められて
3６ 
いるとき，私大では賃金の遅配欠配，さらに廃校といった事態がすでに進
展しており，さまざまのアンバランスをふくみながら全体としてむしろき
わめてきびしいものとなることが予想される。
以｣己私たちは１９７２年度の尾形ゼミ資料を中心としながら，私大教職員
の賃金を主とするその実態と問題点，最近における変化とその背景につい
て概観を行なった。ここで改めて確認されたのは，賃金に対する私大財政
のきびしい壁という現実であり，そうした壁の中では，大学が「民主化」
すればするほどむしろ逆に賃金その他の研究教育条件が悪くなりもかねな
いという「蟻地獄」の事態であった。そうした「蟻地獄」の中で，現在私
大に対して，下からのステユーデント・パワーの圧力こそ影をひそめはし
たが，上からの財政主導の圧力はその度を強めており，さらに，今後は，
アメリカに見るような生き残るための私大間の競争という横からの圧力も
加わろうとしている。そうした中で教職員の賃金も，ただよくなれば，生
活が「欧米なみ」になりさえすればそれでよいというものではない。国民
のパスポート要求と「反動文教政策」の定めた大学設置基準との上に安住
しながら，あるいはさらに公害企業の労働者と同じく，私たちもまた「教
育公害」をまきちらしさえしながら，今までべ・アを「からと」D，「研
究」なるものをやらせてもらってきてはいなかったか。誰のための，何の
ための教育であり，大学なのかという原点に立ちかえってのきびしい反省
とそれにもとずく方向転換を，いま私大の教職員は，教職員組合は，迫ら
れている。（1973.3.31）
